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1. ニュートリノファクトリーのフロント

エンド 

大強度ニュートリノ源であるニュートリノファ

クトリー計画や、高エネルギーフロンティアであ

るミューオンコライダー計画は、高エネルギー物

理学の将来計画の一つとして、世界各国で検討さ

れている。これらの計画では大強度陽子加速器か

らの陽子ビームを標的に当てて生じたパイオン

をミューオンに崩壊させ、これを加速して蓄積リ

ングに入射する。このとき、ミューオンは時間、

空間的に非常に広い分布を持っており、効率よく

収集し、加速器に入射するために次のような装置

が必要となる。 
・パイオン捕獲系：標的で発生したパイオンを収

集し、ミューオンに崩壊させる。 
・位相空間回転系：ミューオンの運動量を揃え、

RF 加速空胴で加速できるようにする。 
・冷却系：ミューオンビームの(空間的)広がりを

減らし、後段の加速器に入射する。 
日本[1]、米国[2]、欧州[3]および英国でそれぞ

れニュートリノファクトリーのフロントエンド

についての設計が進められているので、このテキ

ストでは原理とともに実際のデザインも紹介し

ていく。Fig.1 は現在検討が進められている米国

のニュートリノファクトリー案(US Study-IIa)で
ある。1MW の陽子ビームから、上述のような要

素によって、20GeV から 50GeV の大強度ミュー

オンビーム（1020 µ/year 以上）を得られると期待

する。これまで検討されているニュートリノファ

クトリーのフロントエンドでは、30GeV の陽子 1
個あたりおよそ 0.2 個のミューオンを得られると

期待されている。パイオン生成量は陽子エネルギ

ーにほぼ比例するので、陽子エネルギーで規格化

すると、ミューオン生成量は 0.07 µ/proton/GeV
となる 
日本のニュートリノファクトリー計画(Fig.2)

では１MW の 50GeV 陽子ビームを用い、大アク

セプタンス (10000π mm mrad 以上)の FFAG
加 速 器 (Fixed-Field Alternating Gradient 
synchrotron)でパイオン崩壊ソレノイドからのミ

ューオン(0.3 µ/proton)を直接加速して、3×1020 
µ/year の大強度ミューオンビームを生成する計

画である。 

2. パイオン捕獲 

大強度ミューオンビームを得るためには、標的か

ら飛散するパイオンを効率よく捕獲する必要が

ある。そのために、標的近傍に強い磁場を発生さ

せ、パイオンを速やかに収束、捕獲する。パイオ

ンを捕獲した後は、ソレノイド磁場中にパイオン

を閉じ込めて、ミューオンに崩壊させる。 

 
Fig. 1 BNL におけるニュートリノファクトリ

ーのレイアウト（US Study-IIa） 

 
Fig. 2 FFAG 加速器を用いたニュートリノファ

クトリーのレイアウト（日本案） 



2.1. 陽子標的 

１MW クラスの大強度の陽子ビームからパイオ

ンを生成するためには、ビームによる熱、衝撃に

耐える標的を開発しなければならない。このよう

な標的の素材としてグラファイトがあげられる。

10GeV 近辺の陽子ビームではグラファイトと水

銀では生成されるパイオン数は変わらないが、

30GeV を超える陽子ビームの場合、より原子数の

大きい元素を標的にするとパイオン生成断面積

が大きくなる。したがって、日米欧いずれのニュ

ートリノファクトリーにおいても、水銀を陽子標

的に用いることが検討されている。水銀を使うこ

とでグラファイト標的の 2 倍のパイオンが得られ

る。生成されるパイオンは Fig.3 のような運動量

分布を持つので、パイオン捕獲系は 200MeV/c か
ら 300MeV/c のパイオンを効率よく捕獲するよう

に最適化されなければならない。 
 標的で生成されたパイオンを速やかに捕獲す

るために、標的は非常に強い磁場中に置かれる。

陽子ビームが水銀に落とした熱を取り除くため

に水銀を循環させる必要がある。このため、水銀

は強磁場中に 20m/s から 30m/s の速さで直径 1
ｃｍのジェットとして噴射される。強磁場中での

水銀ジェットの振る舞いをたしかめるため、KEK
をはじめ日米欧が協力して BNL においてｎ

TOF11 という実験が計画されている。この実験で

は銅を用いた常伝導磁石で 15T の強磁場を発生

させ、そこに噴射される水銀ジェットと 24GeV
陽子ビームの反応を光学カメラで観察する。 

2.2. パイオン捕獲ソレノイド 

陽子標的で発生したパイオンはまず、強磁場を持

ったソレノイドによってその内側に捕獲される。

このとき、捕獲しうるパイオンの最大横方向運動

量
tpmax [GeV/c]は次の式で表すことができる。 

BRpt 3.0max =               (2-1) 

  R : 捕獲ソレノイド磁石の内半径 [m] 
  B : ソレノイド磁場の強さ [T] 
すなわち、磁場の強さと捕獲ソレノイド磁石の内

径により捕獲しうる最大の横運動量が決まり、標

的でのパイオンの運動量分布から、パイオンの収

量を求めることができる。 
パイオン捕獲/輸送ソレノイド磁石には超伝導

ソレノイド使用するが、標的付近では特に強い磁

場が要求されるので常伝導磁石を組み合わせて

使用する。大強度陽子ビームを入射した場合、超

伝導ソレノイドへの熱流入が重要となる。陽子標

的から発生する粒子(主に中性子) によってソレ

ノイドに大量の熱が落とされ、超伝導の臨界温度

以下に冷却し続けることには困難が伴う。そこ

で、中性子用シールドを入れたり、ソレノイドの

物質量を減らすために銅安定化ではなくアルミ

ニウム安定化を使うなど、ソレノイドに関する開

発研究が進められている。 

 
Fig. 3 パイオン生成断面積（BNL-E910）。平均

運動量はおよそ 250MeV/c で、横方向運動量の

平均はおよそ 150MeV/c。 

 
Fig. 4 断熱輸送により横運動量が減少し、平行

ビームになる様子。 



2.3. 断熱輸送 

パイオン捕獲ソレノイドで捕獲されたパイオン

はさまざまな方向を向いた広い運動量ベクトル

分布を持つ。このようなパイオンをビーム軸方向

に収束させ、平衡ビームを作るために断熱輸送を

行う。断熱輸送とは磁束を保存するように磁場の

強さを徐々に変化させながら粒子を輸送するこ

とである。リウビルの定理により粒子が占める位

相空間体積は変化しないので、磁場密度 B のソレ

ノイド磁場中の粒子に対して、 
./2 ConstBpRp tt =∝×      (2-2) 

  pt : 横運動量 
  R : 粒子軌道の半径 
という関係が成り立つ。すなわち、断熱輸送では

磁場を弱くすると横運動量が小さくなり軌道半

径が大きくなる。この様子を Fig.4 に示す。断熱

的に磁場を変えたとき、 
.2 ConstBRRpt =∝×    (2-3) 

であるので、例えば輸送中に磁場を 16 分の１に

下げていくと軌道半径は 4 倍に広がってしまう

が、横運動量は４分の 1 になり平行ビームに近づ

けることができる。 

2.4. 標的・パイオン捕獲・輸送ソレノイドシステ

ム 

日本、及び米国のニュートリノファクトリー計画

では、水銀ジェットに陽子ビーム入射し、発生し

たパイオンを超伝導ソレノイドで捕獲し、断熱輸

送によりソレノイド中を輸送する。例として US 
Study-II における水銀標的・パイオン捕獲ソレノ

イドシステムの模式図を Fig.5 に示す。ここでは、

高い横運動量のパイオンを捕獲するために、水銀

ジェットと陽子ビームの反応点に直径 15cm の捕

獲ソレノイドを配置する。標的付近では 14T の超

伝導ソレノイドと常伝導磁石を組み合わせて 20T
を実現する。生成したパイオンが磁場によって曲

げられ再度水銀ジェットに衝突しないように、半

径 5mmの水銀ジェットは磁場に対して 100mrad
傾けられている。陽子ビームは水銀ジェットと反

応し、ソレノイド中ほどの水銀溜まりでダンプさ

れる。ソレノイド内側には中性子からコイルを守

るためにシールドが挿入される。このシステムで

は横運動量 225MeV/c までのパイオンを捕獲で

き、その後 18 メートルかけて 1.25T まで磁場を

減らしながらパイオンを輸送する。最終的にソレ

ノイドのアパーチャは半径 30cm に広げる。断熱

輸送の結果、得られるパイオンの横運動量は最大

67.5MeV/c となる。 

2.5. 電磁ホーンによるパイオン収集 

大強度陽子ビームによる標的近傍での放射化、熱

流入に耐えるため、CERN のデザインでは、標的

まわりに長さ 1 メートルの電磁ホーン [6]を配置

してパイオンを収束、輸送ソレノイドに入射す

る。電磁ホーンの模式図を Fig.6 に示す。  
電磁ホーンは円柱状の内部導体とその外側を

取り巻く外部導体に逆向きの電流を流し、導体間

に同心円状磁場分布を作る。ホーンのトロイダル

磁場は 1/R で弱くなる。電磁ホーンには数 100kA
の大電流が必要であるが、ホーン導体の発熱を抑

えるためパルス状の電流を流す。このとき電磁ホ

ーンには電磁力により機械的なショックが発生

するため繰り返し運転には制限が生じるが、およ

そ５０Hz 以下で運転可能である。 
さらに大電流を可能にするため、CERN デザイン

ではホーンを 2 個に分け、内側の円錐状ホーンに

は 300kA、外側のホーンには 600kA 流す。内側

のパイオン収集効率は 20T の捕獲ソレノイドと

同等であると期待されている。ただし、パイオン

をロスしないような内側ホーンの冷却に工夫が

必要である。CERN デザインでは長さ 30m、直径

 
Fig. 5 水銀ターゲット・パイオン捕獲ソレノイ

ドシステム（US Study-II）。 



60cm、1.8T のパイオン崩壊ソレノイドでパイオ

ンを崩壊させ、その出口でのミューオンビームの

横エミッタンスはおよそ 30000π mm mrad と

予想されている。 

3. 位相空間回転 

パイオン崩壊ソレノイド中で生成したミューオ

ンは非常に幅広いエネルギー分布を持つが、後段

の冷却セクション、加速器の RF 加速電場に捕ら

えられるためにはエネルギーを揃えておく必要

がある。そこで RF 加速電場を用いて、遅い粒子

は加速し、速い粒子は減速する位相空間回転を行

い、運動量の広がりを小さくする。Fig.7 に示す

ように位相空間回転では、回転前のビームパルス

の時間幅が狭いほど、回転後のエネルギー幅は狭

くなる。 

CERN 方式では低周波 44MHz RF 加速空胴を

用いて 100MeV から 300MeV のミューオンを位

相空間回転する。 
US Study-IIではミューオンを 1.25Tソレノイ

ドに閉じ込めたまま 250m にわたって誘導加速

[5]を行い、ミューオンビームを位相空間回転し、

入射時に±55%あった運動量の広がりを Fig.8 の

ように 200MeV/c±5%に揃えることができる。 
 また、US Study-IIa では誘導加速を用いないで

位相空間回転させることが提案された(Fig.9)。パ

イオン輸送(崩壊)ソレノイドを通して得られるミ

ューオンビームは広いエネルギー分布を持つが、

これを 300MHz から 200MHz の RF 加速電場に

よりバンチに区切った後に、約 200MHz の RF 加

速電場で各バンチに対して位相空間回転を行う。 

 

4. ミューオン冷却 

ニュートリノファクトリー計画やミューオン

コライダー計画では、ともに加速器で生成された

ミューオンを加速し、蓄積リングに蓄えることが

 
Fig. 9 ミューオンビームのバンチ形成の模式

図。縦軸はエネルギー、横軸は時間分布。上図

は誘導加速を用いた US Study-II、下図はバン

チ形成後に位相空間回転を行う US Study-IIa
の案。 

 
Fig. 8 位相空間回転直後のミューオンビーム

のエネルギーと時間分布（US Study-II） 

 
Fig. 6 電磁ホーンのデザイン（CERN） 

 
Fig. 7 位相空間回転の模式図 



必要である。このとき、ミューオンを効率よく加

速器に入射し、高いエネルギーまで加速するため

にはミューオンのビームエミッタンス（位置、運

動量のばらつき）を小さく抑える（冷却する）必

要がある。特に、ミューオンコライダーでは、ビ

ームのルミノシティをあげるためにミューオン

ビーム冷却は必須である。現在確立されている電

子冷却やストカスティック冷却では、寿命 2 マイ

クロ秒のミューオンが崩壊する前に冷却を完了

することができないため、イオン化冷却という手

法を用いる必要がある。日本のニュートリノファ

クトリー計画ではイオン化冷却を必ずしも必要

とはしないが、加速器のサイズを小さくして費用

を削減するため、イオン化冷却が有効であると期

待している。 

4.1. イオン化冷却原理 

ミューオンのビーム・エミッタンスを小さくする

ために、イオン化ビーム冷却が検討されている。

イオン化ビーム冷却では、ミューオンを物質に通

過させて、進行方向とそれに垂直方向の両方向の

運動エネルギーを失わせる。その後、進行方向に

のみ高周波加速電場をかけて加速し、進行方向の

運動エネルギーを回復させる。これを何回も繰り

返すことにより、ミューオンビームはしだいに平

行ビームになり、ビーム・エミッタンスが小さく

なる（Fig.10）。 

 
 一般に荷電粒子が物質を通過すると、物質との

相互作用によりエネルギー損失が起こる。エネル

ギー損失は次のベーテ・ブロッホの式に従う。 
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ここで、N0はアボガドロ数、Z と A は標的の原子

番号と質量数、ｚは入射粒子の原子番号、e とｍ

はそれぞれ電子の電荷と質量、v は入射粒子の速

度、I は物質の電離電圧である。イオン化冷却で

は、減速材中で運動エネルギーを減らし、ビーム

軸方向にのみ加速することでエミッタンスを減

らしていくが、減速材中では同時に多重クーロン

散乱によってビームは撹乱される。その角度は、

薄い減速材に対しては、 
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と近似的に表せる。ここで、p は入射粒子の運動

量、L は減速材の厚さ、X0は減速材の放射長を示

す。従って冷却の効果はこれらの組み合わせで表

せる。 
 エミッタンスはビームが位相空間中で占める

体積として定義される。βγで規格化したビーム軸

に垂直な方向のエミッタンスは、 
'xxxn σβγσβγεε ==           (4-3) 

ミューオンが減速材中を通過するときの単位長
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と近似的に表せる [7]。ここで Eµはミューオンの

エネルギー（GeV）、βはミューオンの速度 v/c、 
X0 は減速材の放射長(m)、β⊥はベータファンクシ

ョン(ｍ)を表す。第一項目がイオン化損失による

冷却を、第 2 項目が多重クーロン散乱による撹乱

の効果に対応する。 
式(4-4)から、第 2 項の効果を小さくし効率良く

ミューオンビームのエミッタンスを減らすには、

β⊥を小さくし、減速材の放射長を長くする必要が

あることがわかる。超伝導ソレノイドを用いれば

β⊥を 10cm 程度に抑えることができ、さらに最も

長い放射長を持つ物質である液体水素(X0=8.7m)
を減速材に用いることで、最も効率の良いイオン

化冷却が実現できると期待される。また、減速材

によって失ったミューオンのエネルギーを素早

く回復するため、非常に高勾配の加速空胴が必要

となる。 
 式(4-4)からエネルギー損失が大きくなるとエ

ミッタンスの減少幅も大きくなるが、ミューオン

のエネルギーを下げすぎると低速のものほどエ

ネルギー損失が大きいため減速材通過後のエネ

ルギーのばらつきが拡大する。逆にエネルギーを

上げすぎると散乱が増える。そこで、イオン化損

 
Fig. 10 イオン化冷却の模式図。①物質中イオ

ン化損失で減速、②多重クーロン散乱により横

運動量が増加するが、③ビーム軸方向に再加速

することで入射時より横運動量を減らす。 



失が最小に近い 150MeV から 400MeV 程度のミ

ューオンを用いるのが最適である。ミューオンの

エネルギーを下げれば加速空胴の電圧も低く抑

えられ、また陽子ビームで生成されたパイオンは

このエネルギー領域にピークを持つのでミュー

オンの収量を上げるのに有利である。入射ビーム

のエミッタンスがある値よりも小さいと、式(4-4)
の第 2 項の効果により逆にエミッタンスが大きく

なるため、第 1 項と第 2 項がつりあうときがイオ

ン化冷却で得られる理想的な最小のエミッタン

スになる。このときのエミッタンスを平衡エミッ

タンスと呼ぶが、運動量200MeV/c のミューオン

をβ⊥=8cm で液体水素減速材を通過させたとき、

平衡エミッタンスは 340 mm mrad になる。 

4.2. ニュートリノファクトリーにおけるイオン

化冷却 

ニュートリノファクトリーUS Study-II における

イオン化冷却チャンネルのデザインを Fig.11 に

示す。ここでは、17 MV/m の高電場勾配を持つ

201MHzRF 加速空胴の間に 21cm 厚の液体水素

減速材を挿入している。現在米国では次節にある

MUCOOL においてイオン化冷却に向けた開発を

行っている。また、US Study-IIa ではコストを削

減するため、RF 空胴のウィンドウに LiH 減速材

を配置してイオン化冷却を行うことを検討して

いる (Fig.12)。 
CERN のニュートリノファクトリーでは

44MHz RF加速空胴と 24cm厚の液体水素減速材

を組み合わせて全長 46m の冷却チャンネルで

230MeV/c のミューオンビームを冷却する。さら

に 300MeV/c までミューオンを加速した後、

88MHz RF 空胴(4MV/m)と液体水素減速材で再

度冷却を行う。冷却後はそのまま 88MHz 空胴で

１GeV まで加速を行う。 
日本のニュートリノファクトリー計画では大

アクセプタンス (10000π  mm mrad 以上)の
FFAG 加速器(Fixed-Field Alternating Gradient 
synchrotron)でパイオン崩壊ソレノイドからのミ

ューオンを直接加速するため、イオン化冷却を必

ずしも必要とはしないが、加速器のサイズを小さ

くして費用を削減するため、イオン化冷却が有効

であると期待している。したがって、日米欧が協

力して後述のイオン化冷却実証実験 MICE にお

いてイオン化冷却技術の確立を目指している。 

4.3. MUCOOL 

 現在、米国 FNAL ではイオン化冷却の要素開発

プロジェクト MUCOOL が遂行中である。

MUCOOL では 53MV/m の高加速勾配を実現す

る 805MHz RF 空胴や、液体水素減速材モジュー

ルの開発を行っている。MUCOOL の液体水素モ

ジュールでは、内部の液体水素を外部ポンプで強

制的に循環させて熱を除去するが、KEK の提案

する液体水素モジュールは、熱による対流を利用

して液体水素を循環させる。KEK は MUCOOL
と共同して液体水素モジュールの開発をすすめ

ており、2004 年に KEK の提案した対流型減速材

モジュール(Fig.13)の冷却運転試験に成功した。 
 

 
Fig. 11 イオン化冷却のレイアウト

(US Study-II） 
 

Fig. 12 LiH を用いたイオン化冷却の模式図

（US Study-IIa） 



4.4. イオン化冷却実証実験（MICE） 

イオン化冷却の原理はこれまで実験的に検証さ

れておらず、その有効性を確認する実証実験が長

らく望まれてきた。そこで、2003 年に日本、米国、

ヨーロッパ共同で MICE (Muon Ionization 
Cooling Experiment)[8]という液体水素を減速材

に利用した実験が提案され、2005 年３月に英国ラ

ザフォード・アップルトン研究所で正式に採択さ

れた。 
MICE では小規模な冷却チャンネルを建設し、

その前後にミューオンの位置、運動量を測定でき

る飛跡検出器を配置し、ミューオンのエミッタン

スが実際に減少することを観測する。MICE では

140MeV/c から 240 MeV/c のミューオンビームを

入射し、全長およそ 6 メートルの冷却チャンネル

でエミッタンスが 10%減少すると期待され、その

効果を 1%の精度で測定することを目標としてい

る。そのため、ミューオンを 1 粒子ごとにその位

置と運動量を同定し、エミッタンスを計算する。 
MICE のレイアウトを Fig.14 に示す。真ん中に

は 3 つの液体水素減速材モジュールとその間に 2
組の RF 加速空胴を配置し、エミッタンスの変化

を観測するため、冷却チャンネルの上流と下流に

スペクトロメータを置く。さらに RF などからの

バックグランドを除くため、ミューオン識別のた

めのチェレンコフカウンター、カロリーメータ、

TOF カウンターが置かれている。 

4.4.1. MICE 冷却チャンネル 

MICE では KEK で開発した熱対流型液体水素減

速材モジュールを用いる。減速材の直径は 30cm、

厚みは 35cm である。減速材モジュールの前後に

は収束用超伝導ソレノイドを組み込んである。減

速材モジュールの間には 4 個の RF 加速空胴を置

く。この加速空胴には Be ウィンドウを持った

201MHz PillboxRF 空胴を用い、8MV/m の高加

速電場勾配を目指す。 

4.4.2. MICE スペクトロメータ 

MICE では冷却チャンネルの効果を測定するた

め、5T の超伝導ソレノイド内に飛跡検出器を配置

したスペクトロメータを使用する。飛跡検出器と

して、(1)ビームを乱さないように十分物質量が少

ないこと、(2)真空中で動作すること、(3)1 テスラ

超の強磁場中で動作することという要求を満た

すため、直径 350 ミクロンの極細シンチレーショ

ンファイバーを敷き詰めた飛跡検出器(SciFi 検出

器)が採用された。極細ファイバーからの光は非常

に弱いため、読み出しには VLPC（Visual Light 
Photon Counter）を使用する。VLPC は緑色に高

い感度(80%以上の量子効率)を持つため、シンチ

レーションファイバーには波長変換のため３HF
蛍光体が添加されている。日米英共同で SciFi 検
出器開発が進められており、2003 年には 5 分の

３のプロトタイプを製作し、宇宙線によるテスト

 
Fig.13 KEK で開発された熱対流型液体水素減

速材モジュールの写真 

 
Fig. 14 MICE のレイアウト 



により、発光量など期待通りの性能を有すること

を確認した。 

5. まとめ 

現在世界各国で将来計画であるニュートリノフ

ァクトリーの実現に向けて研究開発が進められ

ている。2 次粒子であるミューオンを加速し蓄積

リングに蓄えるため、パイオン捕獲やミューオン

ビームの冷却技術などの様々なアイデアが提案

され、その実効性、実現性が検討されている。イ

オン化冷却に関しては英国ラザフォード・アップ

ルトン研究所で 2007 年から実証実験 MICE が開

始する。今後はさらにコストパフォーマンスに優

れたフロントエンドがデザインされ、ニュートリ

ノファクトリーの実現、さらにはミューオンコラ

イダーによる新物理の展開が期待される。 
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